
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) ｢いわて県民計画｣の構成と計画期間 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)   

 

 県北広域振興圏 「第３期アクションプラン（案）」の概要 

➊ 「県民計画」の構成等及び「県民計画」と「復興計画｣､｢ふるさと振興総合戦略」との関係 

➍ 第３期アクションプラン各重点施策の構成 

➋ 県北広域振興圏「第２期アクションプラン」（平成 23～26 年度）の成果と課題 

➌ 県北広域振興圏「第３期アクションプラン」（平成 27～30 年度）の基本方向 

➣ 平成 21 年度策定の ｢いわて県民計画」は、実現していきたい 10
年後の岩手の未来を示した「長期ビジョン」と、その実現のための具
体的な取組を示した「アクションプラン」（政策編、地域編、 

行政経営編）から成り、第３期アクションプランの計画期間は平成 27

年度～30 年度までの４年間（マニフェストサイクルと整合した計画

期間） 

  「政 策 編」:長期ビジョンに示した７つの政策に基づき、優先的・重点的に取り組む「42 の政策項目」
を示す。  

「地 域 編」:広域振興圏の目指す姿の実現に向けて取り組む重要施策を示す。 
 
  「行政経営編｣:財政運営と人・組織・仕組みづくりなど、「希望郷いわて」を支える県政の運営に当 
          たっての基本姿勢を示す。 

（基本方向）Ⅱ 地域資源を生かした活力ある産業づくり 
 
○成果  
➊  園芸や畜産などの産地力の強化 
➋  特用林産物の流通・販売体制の強化 
➌  漁業生産基盤の復旧と整備 
➍  広域的な観光情報の発信による誘客の促進 
➎  被災事業者の本格操業に向けた支援 
➏  北いわての食材の認知度向上 
➐  企業の経営課題に応じた支援 
➑  若年者等の就業支援 

 

 
●課題 
➊  農林水産業従事者の減少・高齢化 
➋  「あまちゃん」などによる認知度向上を活かし 
た誘客の促進 

➌  食産業やものづくり産業の経営課題解決に取り
組む人材の不足 

➍  若年者の地元就職が低い 
 

 

（基本方向）Ⅲ 健康で住みよい地域づくり 

 

 

 

 

 

 
○成果  
➊  被災住民へのこころと体の健康支援や被災した 
診療所の再建 

➋  保健・医療と介護・福祉との連携の推進 
➌  高齢者の権利擁護などの高齢者支援 
➍  青森県境産業廃棄物不法投棄事案への対応 

 
●課題 
➊  自殺死亡率、脳血管疾患や心疾患による死亡率 
が高い 

➋  高齢者や生活困窮者に対する新たな支援制度に 
対応した体制の構築 

 

 

（基本方向）Ⅰ 安全・安心に暮らせるまちづくり 

 

 

 

 

 

 
○成果  
➊  震災により被災した県管理の公共土木施設等の 
復旧・整備 

 

 
●課題 
 ➊  復興関連道路等の一部でやや遅れ 

 

○ 県北広域圏域の第３期アクションプランは、長期ビジョンに示す「目指す将来像」の実現に向け、他圏域と

連携しながら、震災からの本格復興と圏域の地域特性を生かした振興を進め、人口の流出防止・定着促進を図

るため、次のⅠ～Ⅲを基本方向とし、11 の重点施策を推進 

 

○  農林水産業における地域の中核となる経営体の育成や担い手の確保・育成と、地域特性を活かした農林水産
物の生産拡大や６次産業化などによる高付加価値化の推進  

○  県北圏域の豊かな自然、伝統文化、農山漁村の暮らしを実感できる教育旅行などの体験・交流型観光や、生
産・加工・流通・販売の各事業者が連携し地域の特徴ある食材を活かす食産業の推進  

○  アパレルなど特徴的な産業の認知度向上や、ものづくりを担う人材の育成と、地域ぐるみのキャリア教育に
よる若者の地元就職の促進  

[重点施策] №３ 農林水産業の経営体の育成と産地形成  №５ 地域資源を生かした食産業の振興 
①農業、②林業、③水産業             №６ ものづくり産業の振興                   

№４ 体験・交流型観光の展開               №７ 雇用機会の確保と若者の地元定着 

○  東日本大震災津波で被災した方々それぞれの状況に応じた支援と、保健・医療と介護・福祉の連携による誰
でも安心して健やかに暮らせる環境づくりの推進  

○  豊かな自然や環境と共生した生活環境の整備と、若者や女性等の活躍支援による地域コミュニティの活性化
の推進  

[重点施策] №８ 地域における医療と健康づくりの推進   №10 良好な環境の保全 
№９ 地域で支えあう福祉の推進             №11 定住環境の整備と地域コミュニティの活性化 

（基本方向）Ⅱ 地域資源を生かした活力ある産業づくり 

（基本方向）Ⅲ 健康で住みよい地域づくり 

 

 

 

 

 

○  東日本大震災津波により被災した施設の復旧・整備推進と、ハード・ソフト両面からの地震津波等への対策
強化の推進  

○  物流の効率化、圏域内外への交流拡大、生産性の向上を支える社会基盤整備の推進  
[重点施策] №１ 防災対策の推進                    №２ 地域経済や暮らしを支える社会基盤の整備 

（基本方向）Ⅰ 安全・安心に暮らせるまちづくり 

 

 

 

 

 

  各重点施策は、次の項目により構成 
 
１ みんなで目指す姿 
  平成 30 年度までの当該重点施策の目指す姿とともに、「目指す姿指標」で平成 30 年度までの姿を表す「目
標数値（指標）」と目標値設定の考え方を、さらに「現状」で当該重点施策を取り巻く状況について、強み・
可能性、弱み、課題等を、統計データなども用いながら具体的に記載 

 
２ 目指す姿を実現するための取組 

目指す姿の実現に向けて、地域社会の構成主体が一体となって取り組む内容について、「基本方向」と「主
な取組内容」を記載 
※ 「主な取組内容」の各取組中、岩手県東日本大震災津波復興計画「復興基本計画」と関連がある取組については「☆」を、 

「岩手県ふるさと振興総合戦略」と関連がある取組については「◆」を、それぞれ付記 
 

３ 取組に当たっての協働と役割分担 
「主な取組内容」を実施するに当たっての、各主体（県民・ＮＰＯ、企業、市町村、県など）との協働と役

割について、「考え方」と「主体ごとの役割の内容」について記載 
 

４ 県の具体的な推進方策（工程表） 
県が中心となって取り組む「具体的な推進方策」について、「工程」や「目標」を盛り込みながら記載 

(2) 「県民計画」と「復興計画」、「ふるさと振興総合戦略」との関係 

「第３期アクションプラン」は、 
 

➣ 東日本大震災津波からの復興に向け、

平成 23 年８月に策定した「岩手県東日本

大震災津波復興計画」と軌を一にしなが

ら推進するとともに、 
 
➣ 人口減少に歯止めをかけ、ふるさとを

振興するため平成 27年 10月に策定した

「岩手県ふるさと振興総合戦略」を包含

し、一体的に推進 

資料１‐１ 

㉑ ㉒ ㉓ ㉔ ㉕ ㉖ ㉗ ㉘ ㉙ ㉚ ㉛ 
(年度) 

長長  期期  ビビ  ジジ  ョョ  ンン 

第第１１期期 
ｱｱｸｸｼｼｮｮﾝﾝﾌﾌﾟ゚ﾗﾗﾝﾝ 

((ＨＨ2211～～2222 年年度度)) 

第第２２期期アアククシショョンンププラランン 
((ＨＨ2233～～2266 年年度度)) 

第第３３期期アアククシショョンンププラランン 
((ＨＨ2277～～3300 年年度度)) 

いわて県民計画（Ｈ21 年度～30 年度） 

～基盤復興期間～ 
(Ｈ23～25 年度) 

～本格復興期間～ 
(Ｈ26～28 年度) 

～更なる展開へ 
 の連結期間～ 

(Ｈ29～30 年度) 
岩手県東日本大震災津波復興計画（Ｈ23 年度～30 年度） 

岩手県ふるさと振興総合戦略 
   （平成 27 年度～平成 31 年度） 

【県北広域圏域の目指す将来像】（長期ビジョン Ｈ21～30 年度） 
                  培われた知恵・文化、多様な資源・技術を生かし、 

八戸圏域等との交流・連携を深めながら、 
持続的に発展する活力みなぎる地域  

アクションプラン 

い
わ
て
県
民
計
画 

政策編 地域編 行政経営編 

長期ビジョン 



  

 

基本方向 重点施策 目指す姿を実現するための主な取組 指標（[現状値㉖(Ｈ26)⇒計画目標値㉚(Ｈ30)]） 

Ⅰ 安全・安心に 
暮らせるまち 
づくり 

№ １  防災対策の推進 

➊ 東日本大震災津波により被災した施設の復旧・整備を推進 

➋ 湾口防波堤等の整備、避難経路の充実等、水門の遠隔操作化等により津
波対策を推進 

➌ 住宅等の耐震改修の促進、治水施設等の整備、土砂災害のおそれのあ
る区域の調査・公表、啓発活動等により自然災害対策を推進 

◎東日本大震災津波により被災した公共土木施設の復旧箇所数 
の割合 [㉖：87.4％⇒㉚：100.0％] 

№ ２ 地域経済や暮ら 

しを支える社会 

基盤の整備 

➊ 復興道路の整備促進と、復興支援道路や復興関連道路を中心とした県管
理道路の整備を推進 

➋ 生産性の向上を支える林道の効果的かつ計画的な整備を推進 

➌ 復興道路等の整備を踏まえた港湾の利活用を促進するため、港湾施設
の改良整備等を推進 

◎復興支援道路及び復興関連道路の供用率 
 [㉖：47.0％⇒㉚：100.0％] 

Ⅱ  地域資源を
生かした活力
ある産業づく
り 

№ ３ 農林水産業の 

経営体の育成と 

産地形成 

(1) 農業 

➊ 意欲的な農業者に対する経営改善等の重点的支援による中核的経営体の
育成と、受入態勢充実等による新規就農者の確保・育成を推進 

➋ 園芸・畜産を中心として、生産性の向上により産地力の強化を図るため、
生産基盤の整備、協働支援体制の充実・外部支援組織の強化による技術・
経営力向上を支援 

➌ 農畜産物の高付加価値化を図るため、地域の特色ある農畜産物の生産
や商品開発、新たな地域資源を活用した６次産業化の取組等を支援 

➍ 農村景観の保全や農地の有効活用を図るため、日本型直接支払制度を
活用した地域の共同活動を促進 

◎農畜産物の販売額  [㉖：735 億円⇒㉚：747 億円]  

(2) 林業 

➊ 施業集約化等の取組支援により意欲ある林業経営体を育成し、適切な森
林整備を促進 

➋ 多様な木材需要へ適切に対応できるよう、素材生産や製材工場などの連
携強化等を支援 

➌ 生産者団体による木炭生産体制強化の取組や、乾しいたけのブランド
化による販売促進等を支援 

➍ 漆林の適正管理の支援等により、文化財修復等で需要増が見込まれる
質の高い漆資源の確保を促進 

◎①木材生産額（推計） [㉕：2,464 百万円⇒㉙：2,715 百万円] 

②主要特用林産物生産額（推計） 
[㉖：698 百万円⇒㉚：930 百万円] 

(3) 水産業 

➊ 漁港等生産基盤の着実な整備、つくり育てる漁業の再生等による漁業生
産額の回復と地域漁業を支える経営体の確保・育成を推進 

➋ 復旧した産地魚市場を核とした高度衛生品質管理型の流通・加工体制を
整備 

➌ 圏域の水産物の付加価値向上を図るため、水産物の販路拡大や商品開
発、漁協等の直売活動を支援 

◎漁業生産額  [㉖：49 億円⇒㉚：51 億円] 
 

№ ４ 体験・交流型 

観光の展開 

➊ 圏域の特徴的な素材や地域の人材を生かした体験・交流型観光のメニュ
ー充実強化と受入態勢強化を推進 

➋ 圏域外からの誘客拡大を図るため、八戸圏域や沿岸圏域等と連携した広
域観光を推進 

➌ 圏域の新たな観光素材や復旧した観光資源を生かし、観光メニューの
充実と情報発信を推進 

◎観光客入込数（延べ人数） [㉖：321 万人⇒㉚：303 万人] 

№ ５ 地域資源を 

生かした食産業 

の振興 

➊ 岩手よろず支援拠点等との連携により、販路の回復・拡大等各事業者の
経営課題に応じて支援 

➋ 事業者の商品開発力や生産能力の向上などの改善活動への支援を通じ
て、食産業を担う人材を育成 

➌ 北いわての食材の認知度向上を図るため、物産フェアへの出展や首都
圏バイヤーの招請等を実施 

◎食料品製造出荷額  [㉕：679 億円⇒㉙：717 億円] 

№ ６ ものづくり産業 

の振興 

➊ いわて産業振興センターとの協働により、技術開発等各企業の経営課題
に応じて総合的に支援 

➋ 圏域の特徴的な産業である衣服製造企業等の認知度向上を図るため、首
都圏へのＰＲ等を実施 

➌ ものづくり人材の確保・育成を支援するため、工場見学、技能講習、
県北ものづくり改善塾等を開催 

➍ 企業の事業拡大等を促進するため、誘致企業のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ、他圏域企業
との交流機会創出等を推進 

◎①ものづくり関連分野（輸送用機械、半導体製造装置、電子部品・ 
デバイス等）の製造品出荷額  [㉕：227 億円⇒㉙：238 億円] 

②繊維工業の製造品出荷額  [㉕：38 億円⇒㉙：38 億円] 

№ ７  雇用機会の確保 

と若者の地元定着 

➊ 雇用機会の確保・拡大を図るため、産業支援機関との連携により事業拡
大に意欲的な事業者を支援 

➋ 若年者の地元就職等を促進するため、関係機関との連携によりキャリ
ア教育や新卒者等の就業を支援 

◎県北圏域高卒者の管内就職率  [㉖：36.2％⇒㉚：40.0％] 

Ⅲ  健康で住み
よい地域づく
り 

№ ８ 地域における 

医療と健康づくり 

の推進 

➊ 被災住民の健康維持やこころのケアのため、仮設住宅等の巡回訪問や健
康相談、栄養指導等を実施 

➋ 切れ目のない医療を提供するため、医療機能の役割分担と連携を促進 

➌ 自殺防止のため、自殺者の多い年代を対象とした重点的取組、地域を挙
げての包括的対策を推進 

➍ 脳卒中をはじめとした生活習慣病予防のため、「適量」と「適塩」な
食生活や運動習慣の定着を促進 

➎ 感染症発生時におけるまん延防止のため、平常時からの研修や訓練等
を充実 

◎①自殺死亡率（人口 10 万人当たり ）[㉕：37.3⇒㉙：33.5] 

◎②県立病院救急患者総数のうち当日帰宅措置患者の割合 
   [㉖：82.4％⇒㉚：81.2％] 

③脳血管疾患の年齢調整死亡率（人口１０万人当たり） 
(男)[㉕：56.6％⇒㉙：53.0％]  (女)[㉕：31.8％⇒㉙：30.6％] 

№ ９ 地域で支えあう 

福祉の推進 

➊ 関係機関との連携により被災した児童、高齢者、障がい者を支援 

➋ 地域で子育てを支えるため、関係者間のネットワークの構築、子育てに
やさしい環境づくりを推進 

➌ 高齢者が様々なサービスを適切に受けられるよう、市町村における「地
域包括ケアシステム」の構築を支援 

➍ 障がい者の自立生活を支援するため、相談支援体制の充実、グループ 
ホーム等の基盤整備を推進 

➎ 高齢者や障がい者の成年後見制度等の権利擁護に関する相談体制の
整備や普及啓発活動を推進 

➏ 市町村等との連携により生活困窮者の自立支援のための新たな相談
支援ネットワークを構築 

➐ 事業者等の「ユニバーサルデザイン」の取組支援、｢ひとにやさしい
駐車場制度」の普及啓発を推進 

◎①居宅介護（地域密着型）サービス利用割合 
[㉖：57.3％⇒㉚：66％] 

◎②グループホームの利用者数（累計） [㉖：219 人⇒㉚：270 人] 

③「いわて子育て応援の店」協賛店舗数(累計) 
   [㉖：149 店舗⇒㉚：165 店舗] 

№10 良好な環境の 

保全 

➊ 環境を守り育てる人材を育成し協働を推進するため、環境学習への取組、
環境講演会の開催等を実施 

➋ 水環境の保全、廃棄物の適正処理を推進するため、排出事業者等の監視
指導、普及啓発等を実施 

➌ 青森県境産業廃棄物不法投棄事案の周辺環境のモニタリング、地域住
民への情報提供を実施 

◎①公共用水域のＢＯＤ等の環境基準達成率  
[㉖：100％⇒㉚：100％] 

②住民一人１日当たりのごみ排出量  
[㉕：869ｇ/日⇒㉙：833ｇ/日] 

№11  定住環境の整備 

と地域コミュニティ 

の活性化 

➊ 交通安全を確保するため、通学路等への歩道設置、落石等危険箇所への
道路防災施設の整備を推進 

➋ “まちば”の魅力向上のため、流雪溝の補修、歩道の改修等推進や、汚水
処理施設の整備を促進 

➌ コミュニティ活動の維持・活性化のため、人材を育成、若者・女性の
地域活動への参画を促進・支援 

➍ 市町村等との連携による被災者のケア推進と、地域コミュニティの形
成を支援 

◎①通学路等における歩道設置延長(累計) 
[ ㉖：1,514ｍ⇒㉚：3,854ｍ] 

②元気なコミュニティ特選団体数(累計) 
[ ㉖：37 団体⇒㉚：49 団体] 

※ ｢◎｣：主たる指標 
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